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低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業
及び電動化対応トラック・バス導入加速事業（環境省・経産省連携事業）

2019年度予算：29.65億円

2019年度予算：10億円

低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業

電動化対応トラック・バス導入加速事業

中小トラック運送業者に対し、燃費性能の高い最先端の低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援
する。
中小トラック運送業者に対し、燃費性能の高い最先端の低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援
する。

電動化対応トラック・バスの導入を支援し、CO2排出削減を図る。電動化対応トラック・バスの導入を支援し、CO2排出削減を図る。

【補助額】経年車の廃止なし：標準的燃費水準車両との差額の1/3
経年車の廃止あり：標準的燃費水準車両との差額の1/2

【補助額】標準的燃費水準車両との差額の一定率
（HV：１/２、EV：２/３）
電気自動車用充電設備の導入費用の１/２

2015年度燃費基準

＋5%
達成以下

＋5～10%
達成車

＋10%
以上
達成車

小型

中型

大型
最先端の低炭素型ディーゼルトラック



再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素化促進（環境省連携事業）
2019年度予算：25.7億円の内数



脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（環境省連携事業）
2019年度予算：60億円の内数



地球温暖化対策計画で定められた温室効果ガス削減目標（運
輸部門で28％削減）の達成のため、運輸部門のCO2排出量の
1/3以上を占める物流分野におけるCO2削減は極めて重要。

物流分野の更なるCO2削減のためには、大きく以下の課題を解
決することが必要。

このため、以下の対策を講じることで、CO2削減を行いつつ持続
可能な物流システムを構築することを目的とする。

背景・目的

期待される効果

低炭素型で持続可能な物流システムが構築される。具体的には

このような低炭素型の物流システムの構築は、輸送モードの転換とと
もに、積載率の向上や省人化を通じて、トラックドライバーの負担軽減
にもつながるため、働き方改革にも資する。

事業概要

１ AI、IoT等の新技術を活用した物流の低炭素化
最先端のIoT技術等の導入を通じた輸送の効率化や設備利用の効率
化によりCO2削減を実現するシステム導入の取組を支援する。

２ 効率的かつ低炭素な輸送モード等への転換
トラック輸送の高効率化に資する車両等の導入、モーダルシフトの促
進、低炭素型保冷用コンテナ等の導入を支援する。

事業スキーム

国
地方公共団体
民間事業者等

非営利法人

（補助率）
1/3､1/2等

（補助率）
定額

補助金 補助金

（１）補助対象：

（２）委託対象：民間事業者等

環境負荷の大きいトラック輸送への依存が大きく、また積
載率等の輸送効率性が低く、物流拠点における効率化も
十分に進んでいない。
物流には多種多様な事業者が携わっているが、事業者間
での効率的な連携が十分に進んでいない。

AI、IoT等の新技術を活用した物流の低炭素化
効率的かつ低炭素な輸送モード等への転換 IoT技術の活用や情報の共有化等を通じた複数の物流事業者の

連携等により、トラック走行距離が削減され、CO2排出量が大幅に
削減される。

各輸送モードの機能強化による効率的な物流の実現や、高い付加
価値を生み出す低炭素な輸送モードへ転換することにより、輸送
に必要なトラック台数や走行距離が削減され、CO2排出量が大幅
に削減される。

物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業（環境省連携事業）
2019年度予算：10.45億円



事業内容

１ AI、IoT等の新技術を活用した物流の低炭素化
IoTを活用した物流低炭素化促進事業
① 港湾におけるIoTを活用した低炭素化促進事業

【補助事業】補助対象：物流事業者等 補助割合：1/2又は差額の1/2 実施期間：平成30年度～32年度
② 情報の共有化による低炭素な輸送・荷役システム構築事業 （2020年度）

【補助事業】補助対象：物流事業者、倉庫事業者

補助割合：1/2 実施期間：平成30年度～32年度
③ 宅配情報システムネットワーク化推進事業（継続） （2020年度）

【補助事業】補助対象：システム開発を行う者 補助割合：1/3 実施期間：平成29年度～31年度
（2019年度）

２ 効率的かつ低炭素な輸送モード等への転換

（ア）トラック輸送高効率化支援事業（継続）

① 連結トラック導入支援事業

【補助事業】補助対象：民間事業者等 補助割合：1/3 実施期間：平成30年度～32年度
② スワップボディコンテナ車両導入支援事業 （2020年度）

【補助事業】補助対象：民間事業者等 補助割合：差額の1/2 実施期間：平成30年度～32年度
（イ）モーダルシフト促進に資する船舶における低炭素機器導入支援事業（継続） （2020年度）

【補助事業】補助対象：民間事業者等 補助割合：1/3 実施期間：平成29年度～33年度
（ウ）高品質低炭素型低温輸送システムの構築促進事業（継続） （2021年度）

【補助事業】補助対象：民間事業者等 補助割合：差額の1/2 実施期間：平成29年度～33年度
（2021年度）

物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業（環境省連携事業）
2019年度予算：10.45億円



脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業
（環境省連携事業）

①先進技術を利用した省エネ型自然冷媒機器の導入補助（74億円）
平成30年度～平成34年度（2022年度）

冷凍冷蔵倉庫、食品製造工場、食品小売店舗において、省エネ型自然冷媒機器の導
入を補助する。

①【国からの補助】
補助事業者：非営利法人
補助率：定額

【非営利法人から事業実施者への補助】
間接補助事業者：民間事業者等
補助率：1/3以下

②委託対象：民間団体

省エネに取り組む事業者への積極的な支援により、物流分野
全体のコールドチェーンの省エネ化及び脱フロン化を推進し、
足腰の強い冷凍冷蔵物流を構築する。

省エネ型自然冷媒機器に一定の需要を生み出すことで、機器
の低価格化がなされ、将来的な自立的導入につながる。今後、
世界的に普及が見込まれる省エネ型自然冷媒機器の分野を我
が国メーカーが牽引し、地球規模での環境対策に寄与すると
ともに、世界経済を牽引することが期待される。

フロン排出抑制法の取組強化と相まって、フロン排出の大幅
削減に寄与。

冷凍冷蔵倉庫を有する倉庫業等における再エネ余剰電力の有
効活用に大きく寄与。

背景・目的

事業概要

期待される効果

事業スキーム
現在、業務用冷凍空調機器の冷媒には、主に特定フロン（HCFC）や代替フロン
（HFC）が使用されているが、機器の使用時・廃棄時の排出量が大幅に増加してお
り、地球温暖化対策計画の目標達成のためには大幅削減が必要。
また、HCFCは2020年に製造が全廃予定であり、HCFC機器からの早期転換が必要。
さらに、平成28年10月にモントリオール議定書が改正され規制対象にHFCが追加さ
れ、2036年までに85％分のHFCの生産及び消費の段階的削減が必要。
そのような中、HCFCやHFCを代替する技術として省エネ型自然冷媒機器の技術が
あるものの、イニシャルコストが高いことから導入は限定的。
国内外の規制動向を受け、HCFC、HFCから自然冷媒への直接の転換が望まれる。
仮に、自然冷媒への直接の転換が十分に行われない場合、将来的に脱フロン・低炭
素化が遅滞するとともに、民間資金の二重投資になる恐れ。
そのため、この機を捉え、省エネ性能の高い自然冷媒機器の導入を支援・加速化し、
一足飛びで脱フロン化・低炭素化を進めることが極めて重要。併せて、省エネ型自
然冷媒機器の一定の需要を生み出すことで、機器メーカーの低価格化の努力を促進。

経済財政運営と改革の基本方針2018（骨太の方針）及び未来投資戦略2018において
も、「代替フロンに代わるグリーン冷媒技術の開発・導入・国際展開」に取り組む
旨が記載されている。

国 非営利法人 事業者等

補助率
（1/3以下）補助

（定額）

（注）省エネ型自然冷媒機器

＜中央方式冷凍冷蔵機器＞ ＜冷凍冷蔵ショーケース＞

フロン類（クロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボ
ン（HCFC）及びハイドロフルオロカーボン（HFC）をいう。）ではなく、ア
ンモニア、空気、二酸化炭素、水、炭化水素等、自然界に存在する物質を冷媒
として使用した冷凍・冷蔵機器であって、同等の冷凍・冷蔵の能力を有するフ
ロン類を冷媒として使用した冷凍・冷蔵機器と比較してエネルギー起源二酸化
炭素の排出が少ないもの

②再エネ電力活用推進のための冷凍冷蔵機器におけるエネルギー管理システム対応化
調査検討委託事業（１億円） 平成30年度～平成31年度（2019年度）
2020年度の電力完全自由化に向けて、再エネ余剰電力の効率的活用が求められる中、
倉庫等で設置されている冷凍冷蔵機器を活用したDR（デマンド・レスポンス）導入
のための技術的・経済的課題について調査・検討を行い、ガイドラインを策定する。

2019年度予算：75億円の内数



公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業（環境省連携事業）

背景・目的

事業概要

2030年度に26％減のCO2排出削減目標の達成のためには、運輸部門からのCO2
排出量を３割削減する必要があり、マイカー等のエネルギー起源ＣＯ２を多く排出
する交通手段から低炭素な交通への転換が不可欠である。

マイカー等からの転換を達成するには、地方都市部におけるLRT・BRT等の低炭
素な公共交通機関の導入や利便性の向上が必要。
鉄軌道事業者においては、先進的な設備・機器の導入や、回生電力を有効に
活用できるネットワークの構築を通じた低炭素化の促進が必要である。

期待される効果

マイカーから公共交通へのシフトによる自動車の使用抑制及び渋滞緩和による
CO2排出量削減、地域におけるマイカーから公共交通へのシフトの取組みをモデ
ル事業として全国に周知することによる同種の取組の拡大
鉄道車両へのSiCインバータ等先進的技術の導入加速、自立的普及を促進すると
ともに、回生電力の有効活用に資する設備の導入を促進し、鉄道システム全体の
更なる省エネ化を加速

省CO2を目標に掲げた公共交通に関する計画に基づく取組の経費について支
援する。

鉄軌道事業者における先進的な省エネ設備・機器の導入、回生電力の有効活
動に資する設備の導入を支援する。

事業スキーム

（補助率）
定額国 非営利法人

補助金

（補助率）
1/4,1/3,1/2 地方公共団体

民間企業等
補助金

事業内容

１．低炭素化に向けたＬＲＴ・ＢＲＴ導入利用促進事業

マイカーへの依存度が高い地方都市部を中心に、公共交通ネットワークの

再構築や利用者利便の向上に係る面的な取組を支援し、マイカーからCO2

排出量の少ないLRT及びBRTをはじめとする公共交通へのシフトを促進する。

・実施期間：平成30年度～33年度（2021年度）

・間接補助対象者：地方公共団体、民間企業等

・補助割合：1/2

２．鉄軌道輸送システムのネットワーク型低炭素化促進事業

鉄軌道事業者（特に中小事業者）に対して、エネルギーを効率的に使用す

るための先進的な省エネ設備・機器の導入を支援することで低炭素化に資

する機器の普及を図り、鉄軌道分野における省CO2化を促進する。

・実施期間：平成30年度～34年度（2022年度）

・間接補助対象者：鉄軌道事業者、地方公共団体、民間企業等

・補助割合：1/2、1/3、1/4

2019年度予算： １５億円



低炭素化に向けたＬＲＴ・ＢＲＴ導入利用促進事業（環境省連携事業）
（公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業） 2019年度予算：15億円の内数

背景・目的

事業概要

事業スキーム

低炭素型の社会を目指し、マイカーへの依存度が高い地方都市部を中心
に、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る面的な取
組を支援し、マイカーからCO2排出量の少ない公共交通へのシフトを促進
する。

省CO2を目標に掲げた公共交通に関する計画に基づく取組の経費につ
いて支援

マイカーから公共交通へのシフトによる自
動車の使用抑制及び渋滞緩和によるCO2
排出削減
地域における公共交通へのシフトの取組
をモデル事業として全国に周知することで
同種の取組を拡大

期待される効果

【補助対象者】
地方公共団体、民間企業等

【補助割合】１／２

【実施期間】平成30年度～平成33年度（2021年度）

【補助の対象となる取組】
バス高速輸送システム（BRT）・次世代型路面電車システム（LRT）
を中心とした公共交通利用転換事業
１．基幹ネットワークの充実・利便性向上（BRT・LRTの導入等）
２．ネットワークの再編・拡充（支線の再編・拡充、乗り継ぎ円滑化等）

富山県高岡市 撮影:（公財）とやま環境財団

事業目的・概要等

イメージ
ネットワークの再編・拡充
（支線の拡充・再編）

輸送力・輸送速度を向上させた幹線と、地域内をき
め細かくカバーする支線とを組み合わせることにより、
利便性と運行効率性を高める。

市役
所

支線：本数増加・新線整備
幹線：輸送力向上・混雑緩和

ＢＲＴの導入

ネットワークの再編・拡充
（乗り継ぎ円滑化等）

乗り継ぎ抵抗を軽減し、シームレスな運
送サービスの提供を図る。

基幹ネットワークの充実・利便性向上
幹線の輸送力及び輸送速度を向上させ、
渋滞の防止、混雑率低下、定時性向上等
を図る。

ＬＲＴの導入

フィーダーバスとLRTの
シームレスな連携

マイカーよりも使い勝手のいい
公共交通体系

自動車の使用抑制及び
渋滞緩和によるCO2削減

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/2 地方公共団体

民間企業等

（補助率）定
額

補助金



鉄軌道輸送システムのネットワーク型低炭素化促進事業（環境省連携事業）
（公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事業）

背景・目的

事業目的・概要等

事業スキーム

①車両の省エネ化に資する設備導入促進事業
• 軽量化等により40％以上のCO2削減効果が見込まれる車両新造
• 車両へのVVVFインバータ（SiC，IGBT）の導入
• 車内空調高効率化、車内照明LED化（中小事業者のみ対象）の導入について支援す
る。（JR本州３社は除く。）

②回生電力の有効活用に資する設備導入促進事業
• 車両間融通を行う装置・改修（上下線き電一括化や回生電力貯蔵装置）
• 駅舎等への融通を行う装置（駅舎補助電源装置）
②の実施にあたっては、路線または区間全体の省CO２化計画の策定を要件とし、同計
画に基づく設備の導入について支援する。

【補助対象】
・鉄軌道事業者及び省エネ機器を鉄軌道事業者にリース等により設備を提供する者

【補助率】※
１／２ ： 中小事業者
１／３ ： 公営事業者、準大手、ＪＲ本州３社以外のＪＲ等
１／４ ： ＪＲ本州３社、大手民鉄

【実施期間】平成30年度～34年度（2022年度）
※鉄軌道事業者以外が申請者となる場合、補助率は設備を使用する鉄軌道事業者の区分による。

国 非営利法人
補助金

（補助率）
1/2,1/3,1/4

鉄軌道事業者等

（補助率）
定額

補助金

イメージ

車両の省エネ化や駅舎等の省エネ化等施設・設備の省エネ化とともに鉄道車
両が減速時に発生させる回生電力の有効活用をバランス良く組み合わせること
により鉄道システムの省CO２化を推進してきた。
中小の鉄軌道事業者への支援を重点化し、取組の裾野を広げるとともに、過年
度までの設備導入の成果を踏まえ、設備が導入される路線または区間全体の
省CO２化計画の策定をする事業者に対し、当初計画に基づく車両や設備の改
修、導入を支援する等、実効性のある取組を業界一丸となって推進し、鉄道シ
ステム全体の更なる省エネ化を加速させることを目的とする。

2019年度予算：15億円の内数

事業概要（補助対象設備）



代替燃料活用による船舶からのCO2排出削減対策モデル事業（環境省連携事業）
2019年度予算：4.8億円



燃料電池船技術評価FS事業（環境省連携事業）
2019年度予算：0.5億円



背景・目的

事業概要

期待される効果

事業スキーム

●家庭部門のCO2削減目標達成のため、戸建住宅（注文・建売）のZEH化を進めるととも
に、集合住宅（賃貸・分譲）のZEH化の端緒を開き、2030年までに新築住宅の平均で
ZEHを達成する。

●省エネ性能表示や「環境性能」の検索条件の整備と普及啓発を一体的に行い、低炭素
型の住宅を選好する機運を高め、市場展開を図る。
●低炭素化に優れた素材、先進的な再エネ熱利用技術を使用したZEH（-M）となる住宅を
供給し普及の端緒を開く。

大手住宅メーカーのみならず、地場工務店や設計事務所が戸建ZEHを
建設・設計することを促進するため、注文戸建ZEHに対する支援を実施
する。また、ZEH化が進んでいない建売戸建住宅、集合住宅のZEH、
ZEH-M化に向けた支援を合わせて実施する。
加えて、より低炭素性能の優れた先進素材や再エネ熱活用に向けた支

援を行う。

間接補助対象：戸建住宅（注文・建売）を建築・改修する者
集合住宅（賃貸・分譲）を建築する者

補助率等 ：①定額（70万円/戸）
②2/3
③定額（60万円/戸）
④定額（①,③に加えて設備毎に定額交付）
⑤2万円/kWh（上限額：20万円/台）

事業実施期間：①平成30年度～32年度（2020年度）
②,③,④,⑤平成30年度～34年度（2022年度）

①戸建住宅（注文・建売）において、ZEHの要件を満たす住宅を新築・改
修する者に定額の補助を行う。

②集合住宅（賃貸・分譲）（一定規模）において、ZEH-Mとなる住宅を新
築する者に定率の補助を行う。

③集合住宅（賃貸・分譲）（一定規模以下）において、ZEH-Mとなる住宅
を新築する者に定額の補助を行う。

④①,③の要件を満たす住宅に、低炭素化に優れた素材を一定量以上
使用または先進的な再エネ熱利用技術を活用する者に定額の補助を

行う。

⑤①,③の要件を満たす住宅に、蓄電池を設置する者に定額の補助を行
う。

事業目的・概要等
2019年度予算：97億円の内数

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による
住宅における低炭素化促進事業（環境省、経済産業省連携事業）

イメージ



既存建築物における省CO2改修支援事業（環境省連携事業）
（ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素化促進事業）

背景

期待される効果

事業概要

事業スキーム

2030年のCO2削減目標達成のためには、業務その他部門において約４割のCO2
削減が必要。このためには、業務用ビル等の大幅な低炭素化が必要であり、テナ
ントビル、既存の業務用施設等の省CO2化を促進していく。

既存の民間建築物及び地方公共団体所有施設において、①運用改善によるさ
らなる省エネを実現するための体制を構築しCO2削減に努める事業、②オーナ
ーとテナントが環境負荷を低減する取組に関する契約や覚書（グリーンリース（
GL）契約等）を結び、協働して省CO2化を図る事業、③空き家等を業務用施設
に改修しつつ省CO2化を図る事業に対し、省CO2性の高い設備機器等の導入
を支援。

国 事業者非営利法人

（補助率）
1/3～2/3

（補助率）
定額

補助金補助金

① 民間建築物等における省CO2改修支援事業
・補助対象者 建築物を所有する民間企業等
・補助対象経費 改修前に比べ30％以上のCO2削減に寄与する空調、照明、BEMS

装置等の導入費用
・補助率1/2（上限5,000万円）
・補助要件 既存建築物において改修前に比べ30％以上のCO2削減

運用改善によりさらなる省エネの実現を目的とした体制の構築
② テナントビルの省CO2改修支援事業
・補助対象者 テナントビルを所有する法人、地方公共団体等
・補助対象経費 改修前に比べ15％以上のCO2削減に寄与する省CO2改修費

（設備費等）
・補助率1/3（上限4,000万円）
・補助要件 ビル所有者とテナントにおけるグリーンリース契約の締結
③ 空き家等における省CO2改修支援事業
・補助対象者 空き家等を所有する者
・補助対象経費 改修前に比べ15％以上のCO2削減に寄与する省CO2改修費用

（設備費等）
・補助率2/3
・補助要件 空き家等を改修し、業務用施設として利用

イメージ

2019年度予算： 50億円の内数

既存建築物における設備改修及び運用改善による省エネの実現



上下水道施設の省CO2改修支援事業（環境省連携事業）
（ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ZEH）化による住宅における低炭素化促進事業）

補助対象経費：下水処理場の常用電源として整備する太陽光発電設備
等の再エネ設備、IoT等を用いた下水処理場の省エネ
化のために監視システム等、運転制御システム等を改
修又は付加的の設置

事業目的・概要等

イメージ ①上水道システムにおける省CO2促進モデル事業 ②下水処理場における省CO2化推進事業

浄水場
（又は､配水池）

小水力発電

水源

用水供給

太陽光発電
（水道施設に設置するもの）

圧力有効活用

インラインポンプ
（用供からの受水の場合）

インライン浄水処理 流入負荷 機器稼動状況 放流水質 温度・酸素濃度等

水処理負荷等に応じた省エネ型制御技術の既存処理場への導入
省エネ化

モデルの確立

●未利用圧力等の有効利用による
省エネ・再生可能エネルギー設備導入例

●ポンプへのインバータ導入による省エネ例

Ｐ

ＩＮＶ
バルブの開度で
流量制御

インバータ
導入

ポンプ回転数で
流量制御

上水道部門においては年間約7３億kWh（全国の電力の約0.９%）を消費
している。上水道施設は小水力発電のポテンシャルを有しており、近年で
は小水力発電設備の低コスト化が進展している。本事業では、水道施設へ
の小水力発電設備等の再エネ設備や、ポンプへのインバータ等の省エネ設
備の導入をなお一層推進する。
一方、下水道部門は、我が国のCO2排出量の約0.5％を占める。平成28年
には排出抑制等指針（下水道部門）が策定されたほか、IoT等を活用した
CO2削減技術の実証等の下水処理場での省CO2化技術の開発が進展してい
る。本事業では、下水処理場の施設更新における省CO2技術の導入促進及
び維持管理における低炭素化を図る。

背景・目的

期待される効果

再エネ・省エネ技術の導入促進による上下水道施設の低炭素化、IoT等を
用いた制御技術の普及展開による下水処理施設の低炭素化

国 水道事業者・水道事業者・
下水道管理者等

非営利法人

（補助率）
1/2※

（補助率）
定額

補助金補助金

①上水道システムにおける省CO2促進モデル事業

②下水処理場における省CO2化推進事業

補助対象経費：小水力発電設備等の再エネ設備、
高効率設備やインバータ等の省エネ設備

事業概要

※太陽光発電設備のみ1/3

下水処理場の常用電源として
整備する太陽光発電設備等

2019年度予算： 50億円の内数



既存インフラを活用した再エネ普及加速化事業（環境省連携事業）
2019年度予算：2億円



環境調和型バイオマス資源活用モデル事業（環境省連携事業）

発電

熱供給メタン発酵
バイオマス
発電

液肥の発生

家畜ふん尿・食品残さ等

散布

○家畜ふん尿や食品残さ等をバイオマス発電で有効活用。
○発生する液肥を処理する施設及び下水処理場において、発電した
電力及び発電の際の熱を活用し、施設を徹底的に省CO2化。

○液肥の適正処理による環境負荷の低減

省CO2かつ低環境負荷なバイオマス利活用モデルを
確立し、低炭素社会と循環型社会の同時達成に貢献

地下水への
影響の懸念

下水処理施設との
連携による適正処理

家畜ふん尿や食品残さ等を活用
するバイオマス発電では、液肥
による地下水汚染が顕在化する
例がある。

背景・目的

事業概要

事業スキーム
期待される効果

委託対象：地方公共団体、民間事業者
実施期間：平成28年度～平成31年度（2019年度）

CO2削減目標達成のため、地域資源を活用した再生可能エネルギー
導入拡大への期待が高まる中、家畜ふん尿や食品残さ等から得られ
るメタンを活用したバイオマス発電が展開されている。
こうしたバイオマス発電において生じる液肥は、これまで牧草地や
畑に散布して活用されていたが、近年、それによる地下水汚染が指
摘される例がある。
本事業は、こうした課題を解決しつつ、省CO2を同時に達成する新
たなバイオマス利活用モデルを実証・確立することを目的とする。

下水処理施設との連携による家畜ふん尿・食品残さ等のバイオマス
資源の省CO2かつ低環境負荷である新たな利活用モデルを確立し、液
肥による地下水汚染の課題解決モデルを示すことにより、潜在的に同
様の課題を抱える全ての自治体に対する波及効果が期待できる。

事業目的・概要等

イメージ

地域内に存在する家畜ふん尿や食品残さ等を活用したバイオマス発
電施設にて生じた液肥を下水処理施設で処理を行うことで、地域環境
を保全しつつ、当該発電施設で得られた電力・熱を下水処理施設等に
供給して省CO2化を図り、低炭素社会と循環型社会を同時達成する処
理モデルの構築を目指す。
液肥の処理に係るエネルギー消費量や発電電力及び熱の量、事業全

体でのCO2削減効果等、モデルの有効性の評価及び他地域への展開に
必要な実証を行う。

下水処理施設

2019年度予算： 2.5億円



貨物輸送事業者と荷主の連携による運輸部門省エネルギー化推進事業費補助金
（経済産業省連携事業）

2019年度予算：62億円



高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開発・実証事業費（経済産業省連携事業）

2019年度予算：42億円



未利用エネルギーを活用した水素サプライチェーン構築実証事業（経済産業省連携事業）

2019年度予算：162.7億円


